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第７５号議案説明資料

令和３年７月１日 

件  名 足立区応急小口資金貸付条例の一部を改正する条例 

所管部課 福祉部福祉管理課 

内  容 

１ 改正理由 

子どもの貧困対策の一環として、子どもの就学にかかる費用についてこ

れまでも要件の緩和や返済期間の延長等を実施してきたが、より利用しや

すい貸付けとするため、足立区応急小口資金貸付条例（昭和４８年足立区

条例第１７号）の一部を改正する。 

２ 改正内容 

貸付の要件に、特別区民税を完納していることとあるため、特別区民 

税の納付を猶予されている方等に対して貸付けることができなかった。

資金使途が子どもの就学（小学校、中学校、高等学校）のための費用で

ある場合は、特別区民税の納付を猶予されている方等に対しても貸付け

ることができるよう改正する。【第２条第１項第５号】 

３ 施行年月日 

公布の日から施行する。 

今後の方針 
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足立区応急小口資金貸付条例 （改正案） 新旧対照表案 

現行 改正案 

足立区応急小口資金貸付条例 

第１条 省略 

 （貸付の資格） 

第２条 資金の貸し付けを受けることのできる者は、次の各号に

掲げる要件を備えていなければならない。 

(１)～(４) 省略 

(５) 特別区民税を完納していること。ただし、法令により課税

されなかった者についてはこの限りでない。 

(６)～(９) 省略 

足立区応急小口資金貸付条例 

第１条 省略 

 （貸付の資格） 

第２条 資金の貸し付けを受けることのできる者は、次の各号に

掲げる要件を備えていなければならない。 

(１)～(４) 省略 

(５) 特別区民税を完納していること。ただし、法令により課税

されなかった場合その他規則で定める場合は、この限りでない。 

(６)～(９) 省略 

２ 省略 

第３条～第１３条 省略 

付 則（令和3年〇月○日条例第○号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の足立区応急小口資金貸付条例第２条

の規定は、施行日以後に申込みが行われた小口資金の貸付けに

ついて適用し、同日前に申込みが行われた小口資金の貸付けに

ついては、なお従前の例による。 

別紙 
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第７６号議案説明資料
令和３年７月１日 

件  名 
足立区指定地域密着型サービス等の事業の人員、設備及び運営等に関する

基準を定める条例の一部を改正する条例 

所管部課名 福祉部高齢者施策推進室介護保険課 

内  容 

１ 改正理由 

  東京都においては、居室に関する基準を緩和すること等を目的に、令和

３年４月１日付で東京都特別養護老人ホームの設備及び運営の基準に関す

る条例の一部を改正した。 

  これに伴い、足立区におけるユニット型指定地域密着型介護老人福祉施

設の居室の基準を改正する必要があるため、足立区指定地域密着型サービ

ス等の事業の人員、設備及び運営等に関する基準を定める条例（平成２５

年足立区条例第１５号）の一部を改正する。

２ 改正内容 

（１）１ユニットあたりの定員の緩和（条例第８条（２） 別紙１参照） 

改正前 
１ユニットの入居定員は、１２人以下としなければなら

ない。 

改正後 

１ユニットの入居定員は、原則として１２人以下とす

るものとする。ただし、入居者の処遇に支障がないと認

められる場合は、１５人以下とすることができる。 

（２）ユニット型個室的多床室の新設の禁止（条例第８条（４） 別紙２参照） 

ユニット型個室的多床室について、感染症やプライバシーに配慮し、

個室化を進める観点から、新たに設置することを禁止する。 

３ 新旧対照表 

  別紙３のとおり 

４ 施行年月日 

  公布の日から施行する。 

今後の方針 
本議案の議決が得られた際には、改正後の基準に基づいて施設整備を進め

ていく。 
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改正前 　１ユニットの入居定員は、１２人以下としなければならない。

　１ユニットの入居定員は、原則として１２人以下とするものとす
る。ただし、入居者の処遇に支障がないと認められる場合は、１５
人以下とすることができる。
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居室の基準の変更について

※ 居室の床面積の基準は、改正前と同じ
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個室 個室

個室 個室

個室 個室

個室 個室

ユニット型個室（新設可）

個室

別紙２

個室

個室 個室

居室類型
ユニット型個室的多床室について、感染症やプライバシーに配慮し、個室化を進める観点から、新
たに設置することを禁止する。

共同生活室を取り囲むように個室を配置共同生活室を取り囲むように多床室を配置

個室

4人部屋

廊

下

個室

個室

ユニット型個室的多床室（新設不可）

従来型個室（新設可） 多床室（新設可）

4人部屋

個室

4人部屋

個室

4人部屋
廊

下

共同生活室 個室

4人部屋

4人部屋

共同生活室

個室のみ配置 相部屋のみを配置

・間仕切りなどの仕切りで多床室を分割
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足立区指定地域密着型サービス等の事業の人員、設備及び運営等に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 新旧対照表 

改正前 改正後 

足立区指定地域密着型サービス等の事業の人員、設備及び運営等に関

する基準を定める条例 

足立区指定地域密着型サービス等の事業の人員、設備及び運営等に関

する基準を定める条例 

第１条から第７条まで （略） 第１条から第７条まで （略） 

（ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の居室の基準） （ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の居室の基準）

第８条 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の居室の基準は、省

令第１６０条第１項第１号イの規定にかかわらず、次のとおりとする。 

第８条 ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設の居室の基準は、省

令第１６０条第１項第１号イの規定にかかわらず、次のとおりとする。 

(１) （略） (１) （略）

(２) 居室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの

共同生活室に近接して一体的に設けること。ただし、１のユニット

の入居定員は、１２人以下としなければならない。 

(２) 居室は、いずれかのユニットに属するものとし、当該ユニットの

共同生活室に近接して一体的に設けること。この場合において、１

のユニットの入居定員は、原則として１２人以下とするものとす

る。ただし、入居者の処遇に支障がないと認められる場合は、１５

人以下とすることができる。 

（３） （略） （３） （略）

（４） ユニットに属さない居室をユニットの居室として改修したものに

ついては、居室を隔てる壁と天井との間に一定の隙間が生じる場合 

は、入居者相互間の視線の遮断を確保すること。 

（削除） 

（５） ブザー又はこれに代わる設備を設けること。 （４） ブザー又はこれに代わる設備を設けること。

第９条から第１０条まで （略） 第９条から第１０条まで （略） 

付 則 （略） 付 則 （略） 

付 則 （略） 付 則 （略） 

付 則 （略） 付 則 （略） 

付 則 （略） 付 則 （略） 

付 則（令和  年  月  日条例第  号） 

別紙３ 
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改正前 改正後 

この条例は、公布の日から施行する。 
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